
プレスリリース 
2024 年 12 月 17 日 

公益財団法人 日本生産性本部 

 

(公財）日本生産性本部（東京都千代田区、理事長：前田和敬）が設立した日本経営品質賞委員会（委員

長：藤本隆宏 早稲田大学大学院 教授)は、12 月 17 日、顧客価値創造に向けた変革を進めるモデルとし

てふさわしい組織を表彰する「日本経営品質賞」の 2024 年度受賞組織を発表しました。 

「日本経営品質賞」は、国際的な競争力強化に向けた生産性向上を目的に、顧客価値を創造し続けるた

めの自己革新能力を表彰する制度で、1996 年度より年一回選出しています。 

2024 年度は、「日本経営品質賞 本賞」1 組織、同「推進賞」1 組織、同「奨励賞」2 組織、合わせて 4 組織

を決定しました。最上位の「本賞」を受賞した「トップ保険サービス株式会社」は、2017 年度に続く二度目の

受賞で、顧客価値創造の取り組みを進化させるとともに対話を重視しながら創発の仕組みの構築と高い生

産性を実現しています。 

 

■日本経営品質賞 本賞 

トップ保険サービス
株式会社 

中小企業部門 損害保険代理業、生命保険募集代理店 福岡県北九州市 

・2017 年度に続く二度目の日本経営品質賞（本賞）を受賞。年間取扱保険料、 

付加価値労働生産性はいずれも前回受賞時の 1.3 倍以上となる。事故対応に 

加え、未然防止をはじめとする事故前の価値創造の取り組みが進化している。 

・高い企画実現力により団体保険の取扱料が前回受賞時から約 1.8 倍に拡大。 

社員同士の対話を重視し、心理的安全性の高い職場環境が創発を生み出す 

源泉となっている。 

■日本経営品質賞 推進賞 

◇丸栄運輸機工株式会社 （中小企業部門／貨物運送、重量物運搬・据付、機械設計・製造等／富山県富山市） 

 ※2023 年度日本経営品質賞 「奨励賞」受賞組織 

■日本経営品質賞 奨励賞 

◇福岡トヨタ自動車株式会社 （大企業部門／自動車販売等／福岡県福岡市） 

◇社会福祉法人成光苑 （非営利組織部門／社会福祉事業／大阪府摂津市） 

■各賞の概要 

本 賞 顧客価値経営を目指して変革を進めるモデルとして認められた組織 

推進賞 顧客価値経営を目指して継続的な変革に取り組んでいると認められた組織 

奨励賞 顧客価値経営を目指して変革に取り組んでいると認められた組織 

 

 

 

 

受賞組織の概要は別紙、日本経営品質賞については参考資料をご参照ください。 

 

  
【お問い合わせ先】(公財）日本生産性本部 ＜経営品質協議会サイト https://www.jqac.com/ ＞ 

内容について: 日本経営品質賞委員会 橋本・渡辺 Tel: 03-3511-4017／ E-mail: jqa-info@jpc-net.jp 

取材について: 広報戦略室 伊藤・粕谷 Tel: 03-5511-2029／ E-mail: jpcpr@jpc-net.jp 

2024 年度「日本経営品質賞」受賞 4 組織を決定 
トップ保険サービスが 2017 年度に続く 2 回目の本賞を受賞 

「顧客価値経営」とは、顧客の視点から組織のあり様を見直し、自己革新を通じて顧客にとっての価値

を追求し続ける経営をいいます。絶えず変化し、先の見えない時代において、長期的視点で変革に挑

戦する組織に有効な経営手法であり、この普及を通じて、わが国企業・組織の経営革新を促進します。 

https://www.jqac.com/
mailto:jqa-info@jpc-net.jp
mailto:jpcpr@jpc-net.jp
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2024 年度日本経営品質賞 本賞（中小企業部門） 

トップ保険サービス株式会社 

 

2017 年度に続く二度目の本賞受賞となる同社は、年間取扱保険料が前回受賞時の 1.32 倍、付加価値労働

生産性は 1.36 倍（業界平均の 2.4 倍）となっている。また、業界共通の課題である自動車保険依存からの脱却

はさらに進み、取扱保険料に占める自動車保険の割合は、2002 年の 60%から前回受賞時に 31%、現在は

24%まで下げている（業界平均 55%）。これらの成果は、前回受賞時の「事故対応」を中心とした＜事故後の価

値創造＞にくわえ、「未然防止」をはじめとする＜事故前の価値創造＞に取り組みが進化していることの表れといえ

る。 

 

【事故対応から未然防止へ価値創造の取り組みが進化】 

前回受賞時には、「弱っている人々の楯になる」という企業コンセプトのもと、「事故対応を本業」と位置づけて、

「24 時間 365 日の事故対応力」を追求していた。前回受賞以降、同社では事故の未然防止における取り組みを

進化させることで、顧客価値をさらに高めている。 

同社では、①賠償事故などのリスク研修、②自然災害等のリスクシミュレーション、③交通安全講習会などの無

償のリスクマネジメントサービスを長年にわたって自社で実施している。リスクマネジメントの目的は、「事故が起こ

る前に、不安材料を低減すること、事故がなるべく起きないようにすること、起こった際の被害を最小限に抑えるこ

と」にある。既存顧客だけでなく、潜在顧客も対象とした同社による研修・講習会には、年間 2,000 人以上が受講

している。これらのリスクマネジメントサービスを通じて顧客のリスク意識が高まることで事故率が低減し、主力商

品の一つである団体扱自動車保険では、保険料の割引率向上を実現している。「ネット保険よりも安く、自分のこ

とをよく知ってくれているところが 24 時間 365 日事故対応をしてくれる」ことが評価され、既存顧客の継続更新

や新規顧客の加入につながっている。 

また、こうした未然防止への取り組みの進化は、優良顧客層の形成につながり、同社の保険会社に対する交渉

力、および保険商品の企画実現力の基盤となっている。 

 

【高い生産性の要因】 

同社が高い生産性を実現している要因の一つに、新規顧客の探索を行わず（「新規営業開拓禁止」「営業ノル

マなし」）、既存顧客の深耕（長期的関係の構築・強化）に重点を置く経営方針が挙げられる。これにより、長期的

な関係を構築した既存顧客との取引が拡大するとともに、既存顧客から新規顧客を紹介してもらうことで高い成

約率につながっている。 

未然防止の取り組みも生産性向上に寄与している。たとえば大口顧客の従業員を対象とした団体扱自動車保

険の場合、契約台数は毎年増加しているものの、交通安全講習会等によって顧客の安全意識が高まることで、過

失・人為的ミスによる事故件数が抑えられるため、事故対応にかかる業務量の抑制に成功している。 

また、同社の人事考課では定性的な評価項目が並び、他の保険代理店のような個人の成果に連動した歩合制

を採用していない。そのため、人に契約がついて回ることはなく、たとえば契約更新業務も、お客様サポート部（保

険種目担当）が一括して担当することで効率性を高めている。加えて、同社における過去 10 年の平均離職率は

6.0％、 転職目的離職率は 1.7％となっており、社員の定着率の高さを表している。勤続年数が長く、熟練度が高

い社員が増えていることも生産性の向上に寄与している。 

別紙 
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同社は、商工組合中央金庫が主催する従業員幸福度調査「幸せデザインサーベイ」のトータルスコアが、

2021～23 年の 3 年連続で参加企業（約 350 社）中トップクラスに認められている。幸せを実感する社員が多

いことは、同社における社員の高い定着率の要因の一つといえる。 

 

【企画実現力を生み出す創発の仕組み】 

団体ごとに保険の企画設計・制度運営を行う団体保険の取扱保険料は、前回受賞時の約 1.83 倍に伸長して

いる。ここに同社の優れた「企画実現力」が顕著に表れている。団体長期所得補償保険（GLTD）をはじめとする

先駆的な団体保険の提供を可能とする企画実現力は、同社の根幹をなす独自能力といえる。 

その根底には、顧客の本質的課題やリスクを洞察する社員の能力の高さがある。同社は、顧客との直接的な接

点から得られる顧客の「生の声」を重視している。たとえば、社員全員が行う年間 4,000 件の事故対応は、社員

が顧客の困りごとを直接把握する機会となっている。さらに、以前は社長一人が担当していたリスクマネジメント

サービスの講師を、現在ではお客様サービス部の社員全員が担当するようになった。これにより、顧客の生の声を

もとに企画へ反映させる機会がさらに増えている。 

加えて、社内で頻繁に行われている社員同士の対話も企画実現力の基礎となっている。お客様サービス部で週

1 回開催する KC（ナレッジ・コラボレーション）会議では、営業活動の共有だけでなく、社長も交えた対話を通じて

顧客の課題解決にむけた知恵を出し合っている。また、全社員参加の日々の朝礼においても、顧客対応について

活発な意見交換を行っている。さらに、社長と少数の社員が終業後に食事を共にしながら、特定のテーマについて

話し合う、「直談飯」と呼ばれる対話の場も設けている。 

役職や業務年数にとらわれず、社員同士による効果的な対話を可能とする背景には、ノルマに縛られない顧客

重視の組織風土がある。加えて、社員同士の相互理解が進んでいることで他者の意見を尊重する文化が醸成さ

れており、心理的安全性の確保された対話を通じて、顧客にとってより良い解決策を模索しようとする姿勢につな

がっている。 

前回受賞時前から継続して実施している「TSD（次の社長は誰だ）総選挙」は、社員の当事者意識の醸成と組

織の持続性を高める取り組みとなっている。現実にも、2021 年に社長が長期不在の期間は、総選挙で選出され

ていた人が中心となって社長代行を務めた。これは、総選挙が単なる社内イベントにとどまらず、いざというときの

バックアップ体制としても機能していることを示している。 

以上  
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【トップ保険サービス 概要】＜トップ保険サービス提供＞ 
 

 

 

 

             

 

 

トップ保険サービス株式会社は、法人設立後 30 年、創業は 99 年目を迎える保険代理店です。「保険は事故

のときにこそ真価を発揮する」が保険事業に携わるものの基本理念であるという信念のもと、保険業界では非常

識ともいえる、新規営業開拓禁止、営業ノルマなしという方針と自社で年中無休・24 時間体制でお客様に安心を

お届けするという姿勢を徹底していることで、顧客からの信頼を得、業績も過去 20 年に渡り、対前年 105％成長

を達成しています。  

外部組織が行う従業員幸福度調査においては全国トップクラスに認められており、極めて低い離職率となって

います。 この経験とノウハウをもとに、将来のありたい姿を「幸せ貢献企業」と決め、お客様、パートナー、地域に幸

せをお届けする企業へ変容することを目標としています。  

 

【経営品質向上活動への取り組み】＜トップ保険サービスのコメント＞ 

2002 年に経営品質と出会った時から経営品質の基本的な考え方は、当社に創業以来根付いていた顧客第

一主義や他社がやれないことをやるという独自性を重視する思考と親和性が高く、更にその他の経営品質の基本

的概念を取り入れることで会社に変革の基盤がつくられました。そこに社員重視という概念が加わったことで、 

「A Great Place to Work」に向けて、目指すべき組織像を全員で考え始め、2015 年経営革新奨励賞（現 日

本経営品質賞奨励賞）、2017 年日本経営品質賞（現 日本経営品質賞本賞）を受賞させていただきました。 そ

の申請とフィードバックへの取り組みを通じて、会社は社長や経営幹部が作るのではなく、全員で作っていくもので

あるという「自立型組織」へと意識変革がなされました。 その後 2020 年からのコロナ禍では人と人の関わり方

が大きく変化しましたが、自立型組織のプロジェクトチームはさらに進化し、現在では 14 の会議体・チームが活動

しています。目指す組織像を揺るがせずにいられたのは経営品質の基本的概念という背骨があったからです。 そ

して 2023 年に経営デザイン認証にチャレンジする際のべ 24 時間に及ぶ全員会議の中で、「幸せ貢献企業にな

る」という新たな目標が生まれました。これまでの経験から、お客様企業や組織、地域社会の課題についても、経

営品質のフレームワークを活用することで、コミュニティ・エクセレンスにつなげることができると考え、すべての会

議体・プロジェクトチームから幸せトルネードの渦を生み、社外に波及すべく全員で活動してまいります。  

＜本件に関するトップ保険サービスのお問い合わせ先＞ 

 

 

組織名 トップ保険サービス株式会社 

業 種 
損害保険代理業、 

生命保険募集代理店 
設立年 1994 年（創業 1926 年） 

所在地 
福岡県北九州市 

＊福岡、東京に 2 拠点 
代表者 代表取締役社長 野嶋 康敬 

従業員 28 名  売上高 450 百万円（2023 年度） 

経常利益 99 百万円（2023 年度） 労働生産性 11 百万円（2023 年度） 

トップ保険サービス株式会社  
お客様サービス部  千々和 豊 

〒802-0003  北九州市小倉北区米町1-3-1 明治安田生命北九州ビル2階 
Tel：093-541-7777 ／E-mail： hp@top-hoken.com 
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2024 年度日本経営品質賞 推進賞（中小企業部門） 

※経常利益、労働生産性は非公表 

【ワンストップ複合サービスによる顧客に寄り添ったソリューションの提供】 

同社は、運搬、据付、保管、エンジニアリングといった複数の事業をワンストップで提供する独自の事業モデルを

展開している。顧客との直接契約を通じて顧客理解を深め、その知見をもとに顧客に寄り添ったソリューションを提

供することで、主要顧客である製造業の周辺業務における課題解決に取り組んでいる。これにより、工数削減、工

期短縮、コスト削減といった成果を通じて顧客へ貢献している。 

物流業界が 2024 年問題に象徴される人手不足などの構造的課題に直面する中、同社は DX 化や「無駄取

り」といった業務改善を全社的に推進している。これらの取り組みにより、顧客対応をはじめとする高付加価値業

務へのシフトを図り、顧客価値を創造する体制を強化している。独自の価値提供によって顧客基盤の拡大や事業

成長を達成しており、同業他社を大きく上回る高収益性（償却前営業利益率で２倍以上）を実現している。 

 

【ありたい姿や顧客価値を社内に浸透させる取り組み】 

昨年度審査のフィードバックを踏まえ、数値目標と社員の行動指針が中心だった経営計画を刷新した。同社が

「ありたい姿」として掲げている「10 年後を目標として、富山県を中心とした製造業になくてはならない存在にな

る」ために、新たに作成した経営計画には、将来の「ありたい姿」を明確に掲げるとともに、顧客価値を創造するた

めの独自の「価値創造サイクル」を示すなど、将来の方向性やその実現のための具体的な考え方などの非財務

情報を盛り込んだ。そして、経営計画発表会を通じてそれらを全社に共有するとともに、社長勉強会や顧客価値経

営勉強会といった双方向での対話を通じて組織の方針や目標に対する社員の理解を深め、共感を高めている。こ

うした取り組みを通じて、ありたい姿の実現にむけた社員の具体的な行動に結びつくようになっている。 

 

【潜在ニーズを顕在化するための活動の進化】 

また、昨年度審査を通じて、顧客の潜在ニーズを顕在化する取り組みの強化が重要課題であると強く認識し

た。そこで、顧客業務を深く理解し、潜在ニーズの把握から具体的な提案につなげる活動を重点的に進めている。 

まず、顧客セグメンテーションを従来の業種別から生産プロセス別に変更し、勉強会によって組織全体の底上げを

図った。次に、営業担当者以外の社員も顧客訪問に同行することで、顧客情報の収集を強化している。さらに、会

社見学会の開催や差別化チラシの活用を通じて顧客の関心を引き出しながら、チーム単位で仮説構築と検証に

取り組んでいる。  

これらの取り組みにより、顧客の潜在ニーズを掘り起こし、それにもとづく効果的な提案が可能になりつつある。

現在、半期を終えた時点で昨年度と同程度の提案件数を達成するなど、取り組みの効果が数字にも表れている。 

組織名 丸栄運輸機工株式会社 

業 種 
貨物運送、重量物運搬・据付、 

保管、機械設計・製造等 
設立年 1980 年(創業 1970 年) 

所在地 富山県富山市 *富山に 3 拠点 代表者 代表取締役 高木 裕 

従業員 92 名 売上高 1,381 百万円（2023 年度） 
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2024 年度日本経営品質賞 奨励賞（大企業部門） 

【販売志向から顧客志向へのシフト】 

創業の原点に立ち返り、地域社会に貢献する「モビリティカンパニー」を目指して、販売志向から顧客志向への

転換を進めている。顧客対応を店舗スタッフ全員で行う「チーム制」への転換を柱として、顧客価値を高める活動

に全社を挙げて取り組んでいる。 

業界全体で新車供給環境が悪化する中、同社では中古車と即納可能な新車を常備する大規模な「総合展示

場」を 2023 年 1 月に開設。「早く車が欲しい」顧客に、「即納」を価値として提供している。また、自社で下取りし

た良質な認定中古車を新車同等に仕上げて、 専用の納車ブースで引き渡す独自のスタイルも確立した。 

トヨタ車の国内販売台数が減少傾向にある厳しい市場環境の中で、同社では顧客志向による顧客価値向上の

取り組みを通じて、販売実績は過去最高となる前年度比２９％増を達成している。 

 

【チーム制導入による業界慣習の変革】 

店舗では、一人の顧客に担当スタッフが一人で対応する従来の営業スタイルから、スタッフ全員で対応する

チーム制を導入した。導入に際しては各店舗の意向を尊重し、強制はしなかったが、その効果が表れたことで、現

在では多くの店舗がチーム制を採用している。毎週水曜日午前の２時間、店舗を閉めてスタッフ全員が参加する

「店舗ミーティング」では、情報共有だけでなく、「よい店舗」をつくるための対話が行われている。評価制度の目

的も、従来の「評価」重視から「育成」重視へと変更した。 

チーム制への移行により、社員の時間的余裕が生まれ、顧客と接する時間も増えた。加えて、社員の働き方改革

や業務効率化にもつながっている。業績面においては、台当たりの利益は 2021 年度比で 1.3 倍に向上した。さ

らに、トヨタ販売店の全国平均と比較しても、営業スタッフ一人当たりの販売実績が 1.3 倍、店舗あたりの販売実

績が 1.65 倍を達成するなど、その効果が表れている。 

 

【優秀な人材確保を支える独自の人材戦略】 

同社は九州エリアにおける就職人気企業として、優秀な人材の確保に成功している。この背景には、地域に根

ざした企業活動と独自の採用・育成戦略がある。会社の知名度向上には、地域貢献活動やスポーツイベントへの

協賛が大きく寄与しており、これらの活動を通じて、地域密着型企業としてのブランドイメージが定着している。採

用においては、当社の価値観、特に「地元愛」を重視している。この価値観に共感する学生のみを対象としたイン

ターンシップを実施することで、自社の価値観にあう人材を発掘している。さらに、採用時には応募者の価値観や

将来の夢と、入社後の成長可能性を慎重に照らし合わせて長期的な視点で選考し、入社後は「従業員の幸福」

を中心に据えた育成プログラムを展開している。 

これらの取り組みにより、社員満足度は 2003 年の 3.5 ポイントから 2023 年に 4.4 ポイントへ上昇してい

る。 

組織名 福岡トヨタ自動車株式会社 

業種 自動車販売等 設立年 1942 年 

所在地 福岡県福岡市 
＊福岡、長崎に 64 拠点 

代表者 代表取締役社長 金子 直幹 

従業員 1,333 名（2024 年 10 月末時点） 売上高 107,730 百万円（2023 年度） 

経常利益 3,765 百万円（2023 年度） 労働生産性 7.7 百万円（2023 年度） 
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2024 年度日本経営品質賞 奨励賞（非営利組織部門） 

【10 年後の未来を見据え育み続ける独自の組織風土】 

「10 年後も地域の人が一番頼りにできる社会資源になっている状態」をありたい姿に掲げ、京都北部郊外と

大阪都市部を中心に、地域と密着した社会福祉事業（高齢、障がい、保育）を展開している。さらに、地域の特性

に応じた農福連携や商福連携、行政との協働による地域コミュニティー活動など、社会課題の解決につながる多

様な活動も進めている。それらの活動は、創業以来の「進取の精神」や、「受けた相談には必ず何らかの答えを」と

いう方針で培ってきた「断らない組織風土」が支えている。 

こうした活動は国の政策として「地域の総合相談窓口」（2016 年）が打ち出される前から進めており、福祉や

社会福祉法人の在り方を追求しながら変革を続ける組織風土こそが、同法人の独自能力であり、今後、環境が変

化しても「一番頼りにできる社会資源」としての役割を果たすための礎になっている。 

 

【部門横断活動によるリーダー人財の育成】 

部門横断活動によるリーダー人財の育成は、組織の成長と発展を支える重要な取り組みとなっている。部門横

断活動として推進している、経営品質向上活動、ISO、農福連携といった各種プロジェクトや委員会活動が、日々

の業務運営を支えるとともに、高い視座をもった経営幹部やリーダーの育成に貢献している。 

同法人は、特性の異なる離れた地域（郊外と都市部）において、3 分野（高齢、障がい、保育）で 83 拠点を構 

える規模まで成長を遂げている。その要因の一つが、こうした部門横断活動によるリーダー人財の育成にある。 

日常業務においては、各施設長に権限委譲を行う一方で、部門横断活動によって、農福連携など部門間の相乗

効果が期待される事業を開発している。 

 

【質の高いサービスを支える規範と制度】 

創業以来こだわってきた「質の高いサービス」の提供を通じて、長年にわたって利用者や家族、地域住民との強

い信頼関係を築いてきた。その信頼関係を土台として、多くの利用者が紹介を通じて集まっている。利用者へ提供

する「質の高いサービス」は、全スタッフが携行する「和願愛語」（法人設立の想いや法人理念、サ―ビス目標、経

営方針等の 7 項目をまとめた冊子）を中心とした規範と、ISO や人事システムといった制度の両面から支えられ

ている。これらの仕組みは形式的なものでなく、現場の声を反映しながら継続的に進化を続けており、質の高い

サービス提供を支える基盤となっている。 

深刻な人手不足が続く福祉業界において、業界に先駆けて外国人やシニアの活用も進めてきた同法人では、

サービスの質や職員の専門性を高めつつ、ICT や DX 等を活用することで、利用者にとっての最適なサービス提

供を目指している。 

  

組織名 社会福祉法人成光苑 

業種 社会福祉事業 設立年 1974 年（創業 1950 年） 

所在地 大阪府摂津市 
＊大阪、京都に 83 拠点 

代表者 理事長 高岡 國士  

従業員 1,000 名 売上高 5,562 百万円（2023 年度) 

経常利益 136 百万円（2023 年度） 労働生産性 4.3 百万円（2023 年度） 
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日本経営品質賞(Japan Quality Award）について 
 

１． 日本経営品質賞とは 

日本経営品質賞は、わが国企業が国際的に競争力のある経営構造へ質的転換をはかるため、顧

客の視点から経営を見直し、自己革新を通じて顧客の求める価値を創造し続ける組織の表彰を目

的として、公益財団法人日本生産性本部が1995年12月に創設した表彰制度です。以下の3つの賞

に該当する組織を表彰しています。 

●日本経営品質賞 本賞 

顧客価値経営を目指して変革を進めるモデルとして認められた組織 

●同 推進賞 

顧客価値経営を目指して継続的な変革に取り組んでいると認められた組織 

●同 奨励賞 

顧客価値経営を目指して変革に取り組んでいると認められた組織 

 

２． 日本経営品質賞委員会 

日本経営品質賞委員会は、日本経営品質賞における最高意思決定機関で、わが国を代表する

各界のリーダーで構成されています。経営革新のモデル組織としての表彰組織の決定・発表、表彰

制度、審査基準の妥当性、審査員の選考、審査プロセスなど、日本経営品質賞に関するあらゆる面

を審議、検討、決定しています。 

 

委員長  藤 本 隆 宏 氏  (早稲田大学大学院 教授) 

委  員  飯 塚 悦 功 氏  (東京大学 名誉教授) 

委  員  加賀見 俊 夫 氏  (株式会社オリエンタルランド 代表取締役兼取締役会議長) 

委  員  菊 地 唯 夫 氏  (ロイヤルホールディングス株式会社 会長) 

委  員  野 中  ともよ 氏  (特定非営利活動法人ガイア・イニシアティブ 代表理事) 

委  員  茂 木 哲 也 氏  (日本公認会計士協会 会長) 

 

参考資料 
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３． これまでの受賞組織 
(１）日本経営品質賞 本賞 延べ 55 組織 

                            ＊組織名は受賞当時のものです。 
年度 受賞組織 

1996 年度 日本電気(株） 半導体事業グループ 

1997 年度 アサヒビール(株）／千葉夷隅ゴルフクラブ 

1998 年度 (株）日本総合研究所／(株）吉田オリジナル 

1999 年度 (株）リコー／富士ゼロックス(株） 第一中央販売本部 

2000 年度 日本アイ・ビー・エム(株） ゼネラルビジネス事業部／(株）武蔵野 

2001 年度 第一生命保険(相）／セイコーエプソン(株） 情報画像事業本部 

2002 年度 
パイオニア(株）モーバイルエンタテインメントカンパニー／カルソニックハリソン(株）／ 

トヨタビスタ高知(株） 

2003 年度 NEC フィールディング(株） 

2004 年度 千葉ゼロックス(株）／(株）ホンダクリオ 新神奈川 

2005 年度 

トヨタ輸送(株）／松下電器産業(株） パナソニックオートモーティブシステムズ社／ 

松下電器産業(株） 松下ホームアプライアンス社エアコンデバイス事業部／ 

(株）J・アート・レストランシステムズ 

2006 年度 福井キヤノン事務機(株）／滝沢村役場 

2007 年度 福井県民生活協同組合 

2008 年度 該当なし 

2009 年度 (株）スーパーホテル／万協製薬(株） 

2010 年度 (株）武蔵野 

2011 年度 
シスコシステムズ(同） エンタープライズ＆パブリックセクター事業／ 

(医）川越胃腸病院／(株）ねぎしフードサービス 

2012 年度 (社福）福井県済生会病院 

2013 年度 滋賀ダイハツ販売(株）／西精工(株）／(株）ワン・ダイニング  

2014 年度 (社福）こうほうえん(鳥取地区） 

2015 年度 (株）スーパーホテル  

2016 年度 日本全薬工業(株）／(株）カワムラモータース／(株）ピアズ 

2017 年度 トップ保険サービス(株）／万協製薬(株）／(医）清和会 長田病院 

2018 年度 (株）スーパー・コート 介護事業本部／(株）九州タブチ／トヨタ部品茨城共販(株） 

2019 年度 (株）肥後銀行 

2020 年度 
日鉄工材(株）／石坂産業(株）／(株）オオクシ／ 

国家公務員共済組合連合会 横須賀共済病院 

2021 年度 楽天コミュニケーションズ(株）／ヤマヒロ(株） 

2022 年度 該当なし 

2023 年度 新日本ビルサービス（株）／西精工(株） 

2024 年度 トップ保険サービス(株） 
 
 

(２）日本経営品質賞 推進賞(2009 年度～） 24 組織 

(３）日本経営品質賞 奨励賞(2009 年度～） 30 組織 
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(４) 受賞組織の声 （受賞組織アンケートより） 

①日本経営品質賞の申請動機 

多くの組織が、「自組織の強みや課題の客観的把握」、「経営品質向上活動、顧客価値経営の促

進・浸透」「社員の成長、モチベーション向上」を挙げています。 

②経営品質向上活動の効果 

「顧客価値の創造・向上」、「社員満足度・エンゲージメント向上」、「組織風土・文化の変革促進」、

「組織としての長期ビジョンの確立・浸透」をはじめ、活動の効果は多岐に及んでいます。 

③受賞後の効果（社内効果） 

多くの組織が、「経営品質活動、顧客価値経営の促進・浸透」「組織に対する社員の誇り、エンゲー

ジメント向上」、「社員の成長、モチベーション向上」を挙げています。 

④受賞後の効果（対外効果） 

多くの組織が、「組織としての認知度・イメージ向上」「業界内外でのネットワーク拡大」、「ビジネス

パートナー・取引先からの信頼度向上」「顧客からの信頼度向上」を挙げています。 
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４． 日本経営品質賞 審査概要 

(１）申請区分 
大企業部門(従業員数 300 名超）／中小企業部門／非営利組織部門 

 

(２）提出書類 

①申請書（30 ページ以内）＊ 

②申請書サマリー（所定のフォーマット） 

③経営方針や経営計画に関する資料（経営計画書等） 

④財務情報（3 期分） 

 

(３）「申請書」の構成 

①経営の設計図 

ありたい姿やその実現に向けた道筋、変革課題等を整理したもの 

1)ありたい姿：組織が目指す将来像・ゴール 

2)戦略：ありたい姿に向けた変革のシナリオ 

3)組織能力：戦略を遂行し、顧客価値創造の原動力となる組織の能力 

4)顧客・市場：対象とする顧客・市場 

5)顧客価値：対象顧客・市場への提供価値と将来のビジネスモデル 

6)組織変革目標：変革を進める上での重要課題と達成目標 

＊上記に加え、自組織の特徴（歴史、強み・価値観、成功ストーリー・ビジネスモデル、環境変化）

を記述 

②変革活動 

ありたい姿に向けた変革活動を整理したもの 

1)ありたい姿－リーダーシップ・社会的責任 

2)戦略－思考・実践 

3)組織能力－向上・開発 

4)顧客・市場－洞察・理解   

5)顧客価値－創造・提供  

③変革活動の成果 

ありたい姿に向けた変革活動の成果を整理したもの 

 

(４）評価基準 
審査チームは、申請書類に加え、トップコミュニケーションや現地確認を通じて得られた

情報を踏まえて、次頁の評価基準にもとづいて、①全体、②変革活動（実践領域 1-5）、③変

革活動の成果の評価を決定しました。 

審査チームは、申請組織の活動の「量」や「結果」、「仕組み」だけをみるのではなく、経営

の設計図をもとに、「ありたい姿や戦略が明確であり、ありたい姿を実現するための活動が

回っていて、さらにそれらを立証する成果が出ているか」という視点で、経営の設計図から

変革活動、その成果の流れを俯瞰して評価を行いました。加えて、顧客価値経営における共

通の価値観として示している基本理念（顧客価値の創造）や、活動の基本姿勢として示して

いる「コンセプト（7つ）」が、申請組織においてどの程度実践されているのか、という点を

重視して総合的に評価を行いました。 
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【評価基準】 

＜全体＞ 

表彰 

該当レベル 状態 

本賞 S 
変革の好循環が生まれ、顧客価値経営が実践され続けている。 

変革活動の成果が出ている。 

推進賞 A 

＋ 
変革を通じて、顧客価値経営が実践されている。 

変革活動の成果が出ている。  

－ 
変革を通じて、顧客価値経営が実践されている。 

いくつかの変革活動の成果が出始めている。 

奨励賞 B 
＋ 

変革を通じて、顧客価値経営が実践され始めている。 

いくつかの変革活動の成果が出始めている。 

－ 変革を通じて、顧客価値経営が実践され始めている。 

該当なし C 顧客価値経営があまり実践されていない。 

＜変革活動＞ 

状態 

S 経営の設計図と結びつく活動が好循環で実践されている。 

A 

＋ 
経営の設計図と結びつく活動が実践されている。 

変革実践サイクルが有効に回っている。 

－ 
経営の設計図と結びつく活動が実践されている。 

変革実践サイクルが回っている。 

B 
＋ 

経営の設計図と結びつく活動が実践され始めている。 

変革実践サイクルが回り始めている。 

－ 経営の設計図と結びつく活動が実践され始めていている。 

C 顧客価値経営があまり実践されていない。 

＜変革活動の成果＞ 

状態 

S 
経営の設計図に結びついた結果が継続的に出ている。 

振り返りが有効に行われている。 

A 

＋ 
経営の設計図に結びついた結果が出ている。 

振り返りが有効に行われている。 

－ 
経営の設計図に結びついた結果が出ている。 

振り返りが行われている。 

B 
＋ 

経営の設計図に結びついた結果が出始めている。 

振り返りが行われ始めている。 

－ 経営の設計図に結びついた結果が出始めている。 

C 経営の設計図に結びついた結果があまり出ていない。 
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(５）審査経過 
2024 年度日本経営品質賞の審査は、「顧客価値経営ガイドライン」に準拠した申請・審査ガ

イドブックに則って実施しました。 

審査チームによる審査及び表彰推薦、判定委員会による表彰推薦の決定を経て、日本経営

品質賞委員会にて表彰組織を決定しました。 

なお、審査チームは、認定セルフアセッサー資格を保有する応募者の中から、審査経験・

能力や専門領域などを考慮して、日本経営品質賞委員会が任命した審査員により構成されて

います。審査員は、別に定める倫理規定・機密原則を遵守し、厳正・公正な審査に努めてまい

りました。 

 

◆申請説明会（2024 年 3～4 月） 

個別・リモートによる申請説明会を開催しました。 

◆申請資格確認（同 5 月） 

申請予定組織から提出された「申請資格確認・申請応募書」をもとに、日本経営品質賞委員会事

務局が申請資格要件を満たしていることを確認しました。 

◆申請書提出・要件審査（同 6 月） 

申請組織から提出された「申請書類」をもとに、日本経営品質賞委員会事務局が申請要件を満た

していることを確認しました。 

◆第 1 回日本経営品質賞委員会（申請承認、審査開始）（同 6 月 28 日） 

第１回日本経営品質賞委員会にて、申請が正式に承認されました。あわせて審査員及び審査

チームが承認され、3～4 名を基本とする審査チーム（およびインターン審査員 1 名）による審査を開

始しました。 

◆チーム方針会議・トップコミュニケーション（同 7～8 月） 

審査員各自が申請書類を読み込み、申請組織の変革や顧客価値経営の実践状況について仮

説を立てた上で、チームとしての審査方針を擦り合わせるチーム方針会議をリモートにて実

施しました。 

申請組織にてトップコミュニケーションを実施し、代表者や経営幹部との対話を通じて、

申請組織の経営に関する理解を深めました。申請書類およびトップコミュニケーションで得

た情報をもとに、審査員一人ひとりが評価を行いました。 

◆合議・第 1 回判定委員会（同 8～9 月） 

審査員各自の評価をもとに審査チームによる合議をリモートにて実施しました。この段階

でのチームの見解について合意するとともに、現地での確認内容を検討しました。 

9 月上旬に第 1 回判定委員会を開催し、審査チームから合議結果の報告をもとに、現地で

の確認内容などに関して質疑・意見交換を行いました。 

◆現地確認・最終合議・第 2 回判定委員会（同 9～10 月） 

9 月下旬～10 月上旬にかけて、申請書類をもとに審査チームが立てた仮説の検証や、あり

たい姿・戦略などの浸透状況などの確認を目的として現地確認を実施しました。現地では、

申請組織の代表者をはじめ、第一線社員まで含めた対話や個別インタビュー、資料確認等を

行いました。 

10 月中旬に、現地確認で得られた情報をもとに、審査チームによる最終合議をリモートに

て実施しました。ここでは審査チームとしての評価結果について合意するとともに、申請組

織へのフィードバック内容について検討しました。 

10 月下旬に第 2 回判定委員会を開催し、審査チームからの最終合議結果の報告をもとに、

表彰推薦に関する審議が行われ、日本経営品質賞委員会への表彰推薦組織を決定しました。 

◆第 2 回日本経営品質賞委員会（表彰組織の決定）（同 11 月 19 日） 

第 2 回日本経営品質賞委員会を開催し、判定委員長からの表彰推薦組織の報告を受けて最

終審議が行われ、本年度の表彰組織を決定しました。  
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(６）今後の予定 
2025 年 3月 3日に開催する「顧客価値経営フォーラム 2025」にて、日本経営品質賞の表彰

及び受賞組織代表者による講演を含むセッションを行います。 

 

【顧客価値経営フォーラム 2025】 
◆主催  経営品質協議会 

◆日程・会場 

日程： 2025 年 3 月 3 日（月） 10:00～20:00 【会場開催】 

会場： 都市センターホテル（東京都千代田区平河町 2-4-1） 

◆プログラム予定 

 開会挨拶 経営品質協議会 代表 泉谷直木氏（アサヒグループホールディングス 特別顧問） 

 2024 年度日本経営品質賞 表彰 

 2024 年度経営デザイン認証式（後日公表予定） 

 2024 年度日本経営品質賞 本賞受賞組織代表者によるトップスピーチ 

 2024 年度日本経営品質賞受賞組織セッション 

 2024 年度経営デザイン認証組織セッション 

 交流会 

＊詳細は、顧客価値経営フォーラムサイト(https://www.jqac.com/forum/）ご参照。 

 

(７）2025 年度日本経営品質賞スケジュール概要(予定） 

①申請説明会：2025 年 3～4 月 

②申請資格確認書提出：同 5 月 

③申請書提出：同 6 月 

④現地確認：同 9 月 

⑤審査結果連絡：同 11 月 
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